
推進項目 １　市民目線に立った行政サービスの向上 № 1

取組内容 所管課

令和元年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

　申請用紙の効率改善

計画期間 成果目標

・11月1日から窓口各種証明書等交付申請書を統合、押印を廃止した。
・手書きの申請用紙や届出用紙の記入負担（時間）を削減するための
窓口異動受付システムの導入に向け、試験運用を行った。

・窓口各種証明書等の交付申請書の統合、押印の廃止により住民の負
担が大幅に軽減された。

取組実績

成　　果

・自署欄を除き、できる限り個人情報の記入削減を図る。
（記入回数１回を目標とする。）

令和３年度実施計画取組項目の取組状況について

・導入後の効果検証

D
【進捗管理】
取組実績

・システムを導入しなかったため成果は得られなかった。

令和３年度

・令和２年11月から実施した窓口各種証明書等の交付申請書の統合、
押印の廃止により住民の負担削減が継続されている。
・窓口異動受付システムについては、窓口の受付体制を含め住民、職
員双方の負担がどれだけ軽減されるか検証できなかった。今後、シス
テム事業者と検討等を行いたい。

・窓口異動受付システムについて、費用対効果が見込めないと判断
し、導入の検討を取りやめた。
・マイナンバーカード所有者の転出・転入手続のワンストップ化を図
るためのシステム改修を進めた。

・マイナンバーカード所有者がマイナポータルで転出届・転入予約を
行い、転入地市区町村があらかじめ通知された転出証明書情報（氏
名、生年月日、続柄、個人番号、転出先、転出予定年月日など）によ
り事前準備を行うことで、転出・転入手続の時間短縮化、ワンストッ
プ化を図る。

・業務の効率化につながらなかった。

C【検証】

市民課

目指す姿
　出生・死亡、転入・転出等の際は、複数の窓口にわたって手続きが必要となる。この時の
氏名・住所等の記入回数を減らし、申請者の負担軽減を図る。

・システム導入など、改善の実施実施計画

令和２年度
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推進項目 １　市民目線に立った行政サービスの向上 № 2

取組内容 所管課

令和元年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・実施の効果検証と分析

D
【進捗管理】
取組実績

・令和２年度にトライアルした申請書作成システムについて、費用対
効果が見込めないことから、LoGoフォーム等を利用した別のシステム
構築について検討した。

・各課において、LoGoフォームにより受付フォーム等を作成・活用
し、窓口業務等の改善を図った。
・職員向けにLoGoフォームの操作研修会を行った。

C【検証】

・庁内向けも含めて、18課で270フォームを作成した。
　例）定期健康診断予約受付フォーム、コロナワクチン接種予約受付
フォーム、道路破損等通報システム、今すぐUtage(宴）キャンペーン
実施計画提出フォーム　ほか

・市民の方が市役所に来たり、電話したりせずに手続ができ、利便性
の向上につながった。
・職員誰でも簡単に作成でき、また集計等も容易にできることから、
経費節減、業務の効率化につながった。

・引き続き、LoGoフォームを活用した事業の洗い出しを行い、市民の
利便性の向上、業務の効率化に向け取り組む。

令和２年度

実施計画
・改善項目の絞り込みと改善実施
・実施の効果検証と分析

取組実績

・コロナ対策として、窓口への飛沫防止パネルの設置や事務室の分散
化を実施した。
・市民課窓口におけるICTを活用した申請書作成システム（氏名などの
情報を１度手書き入力すれば複数の申請書に記入せずに済む）の庁内
トライアル環境を構築し、３月に実施した。

成　　果
・窓口のICT化に向けて、費用対効果も含めた検証を行うことができ
た。

　フロアごとの窓口改善 総務課

目指す姿 　時代の変化に応じる行政（窓口）サービスを目標とし、現状を検証して改善に繋げる。

計画期間 成果目標 ・各フロアの窓口ごとに１項目以上改善実施



推進項目 ２　民間委託・民営化の推進 № 3

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・庁内検討及び庁内合意・関係者への説明
・必要な施設、設備等の検討

D
【進捗管理】
取組実績

・集約化の検討については、児童生徒数の推移と設備状況を確認し、
どのような形で集約が可能か検討した。
・給食配送員の人員不足があるため、民間委託を検討した。

・集約化については、引き続き検討した。
・給食配送員については、人材不足、専門性、リスク回避等を考慮
し、令和４年度から民間委託とするための準備を進めた。

C【検証】

・給食配送員の民間委託は、実施に向けて進めることができた。

・直営による給食配送の課題である人材不足や専門性、リスク回避な
どが民間委託により解消される見込みとなった。

・自校方式の集約化については、引き続き児童生徒数の推移等を確認
する中で方針を決定し、集約可能な学校については保護者との話し合
いなどを進めていきたい。

令和２年度

実施計画
・庁内検討及び庁内合意・関係者への説明
・必要な施設、設備等の検討

取組実績

・庁内協議を行い、現在行っている自校方式の学校を可能なところか
ら配送方式へ移行する方向で、具体的な学校の選択や設備等の検討を
行うこととした。
・自校方式の調理場の受入れ可能量や、児童生徒数の推移を確認し、
集約化が可能か検討した。

成　　果

・現在の調理場状況などの実情を把握できた。
・自校方式の集約化については、現状の児童生徒数からすると、保管
庫等の新たな設備やスペースが必要となり、現状としては厳しいこと
が確認できた。

　学校給食調理等業務委託の検討 こども課

目指す姿
　児童生徒数の減少に伴い給食調理業務を見直し、調理業務の集約化や民間委託等、効率的
な業務の実施について検討を進める。

計画期間 成果目標 ・給食調理業務に関する方針の決定



推進項目 ２　民間委託・民営化の推進 № 4

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・民間委託導入に向けた委託手法の方針決定

D
【進捗管理】
取組実績

・委託手法の比較検討、委託する業務内容について整理し、民間委託
に向けた方針案について検討を行った。
・関係各課から意見や助言をもらうためにアドバイザーの選出を依頼
した。

・アドバイザー会議を開催するととも、民間委託を導入している県内
図書館の視察を行った。
・民間委託に向けた方針案の検討を行った。

C【検証】

・民間委託導入の方針を決定した。
・庁内のアドバイザーから助言をもらうことができた。
・民間委託を導入している他市の状況を確認することができた。

・経費については、ほとんどが人件費のため、昨今の人件費の高騰な
どから増加傾向であり、現状の職員配置からも経費の削減には繋がら
ないが、民間委託を導入した図書館では、正職員の負担軽減、開館時
間の拡大や窓口対応の向上など市民サービスの向上に繋がっており、
費用対効果があると考える。

民間委託導入の方針決定により、令和４年10月からの民間委託導入に
向けた準備を進める。

令和２年度

実施計画
・会計年度任用職員制度への移行に伴う経費の比較検証
・各種事業展開にあたり、関係各課との連携協力の方法検討

取組実績

・民間委託を行う業務の範囲について、調査、再検討を行った。
・会計年度任用職員制度への移行に伴う経費の比較検証を行った。
・民間委託を導入している県内図書館の視察を行った。
・視察結果により、委託手法について検討を行った。

成　　果
・視察により、民間委託を導入している図書館の担当者から、直接、
状況を確認することができた。

　図書館窓口業務の民間委託 生涯学習課

目指す姿

　図書館の窓口業務を民間に委託することにより、専門的知識を有した職員の配置が可能と
なり、選書、展示及び企画の実施、開館時間の延長等、民間活力とノウハウを生かした市民
サービスの向上を図る。
　また正規職員の窓口業務にかかる負担軽減により読書活動推進事業や絵本ふれあい事業を
さらに推進する。

計画期間 成果目標 ・直営経費と民間委託の経費再検証



推進項目 ２　民間委託・民営化の推進 № 5

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・事務局長選任協議
・自主運営に向けた作業の支援
・スポーツ協会の組織見直し協議

D
【進捗管理】
取組実績

・８月のインターハイなど、課所管のイベントが多く、協会関係者と
の協議が進められなかった。

・コロナ禍で、自主事業の見直しを行い、加盟団体が多数参集する催
しを中止し、表彰式のみの実施となった。
・役員においては、各所属団体活動のコロナ禍での活動継続に注力し
ており、協会としての運営議論を進めることができなかった。

C【検証】

・コロナ禍で、事業の縮小により、結果として支援事務の低減につな
がった部分がある。

・事業の縮小や大会の中止により、打合せ機会の設定が難しく、組織
の見直しの議論を進めることができなかった。

・協会役員の改選時期を迎えるため、新しい役員への引継ぎを進め
る。

令和２年度

実施計画
・事務局長選任協議
・自主運営に向けた作業の支援
・スポーツ協会の組織見直し協議

取組実績
・新型コロナウイルスの影響による自主事業内容の変更などに時間を
取られ、運営体制についての協議が進められなかった。

成　　果
・これまでの活動ができなかったことで、協会活動の見直しのきっか
けになった。

  糸魚川市スポーツ協会の自主運営の強化とスポーツの振興 生涯学習課

目指す姿

　スポーツ協会は、自己資金（賛助金）を活用し、自主的事業を企画運営できるよう専門部
会の活性化を図るとともに、組織と事務局のあり方について検討を進め、行政と会員が担う
べき分野の最適化を図る。
　協会支援事務のスリム化によるスポーツ振興施策の向上を図る。

計画期間 成果目標 ・市職員の事務局従事時間削減（年間500時間削減）



推進項目 ２　民間委託・民営化の推進 № 6

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・旅行商品の内容充実
・販売システムの有効活用
・多様な事業者との連携

D
【進捗管理】
取組実績

・各種旅行商品（雪月花大糸線乗り入れツアー、ヒスイ探しツアー、
天然ブナ林ツアーなど）の企画販売を行い販売促進に努めた。
・インターネットを利用した旅行商品の受付を推進した。
・地域活性化企業人の受入れを継続し、組織体制の強化に努めた。

・コロナ禍に対応するため、旅行前に現地の気分をオンラインで体験
できる、ハイブリッド型観光の旅行商品を販売した。
※石拾いキットと石の探索動画のセット販売
※あんこう鍋具材とあんこうつるし切り特別動画のセット販売
・地域活性化企業人により、組織体制の強化に努めた。

C【検証】

コロナ禍に対応した商品の企画販売など、積極的に事業を展開してい
る。

自主財源の確保や自立した組織となるよう取組を進めており、目標に
向かって一定の効果をあげている。

今後とも、観光地域づくり法人として中心的役割となるよう、機能強
化と自主財源の確保に期待する。

令和２年度

実施計画
・着地型旅行商品の販売促進
・ワンストップサービスの促進強化
・役割分担と体制の強化

取組実績

・新しい体験メニュー（翡翠磨き体験、トレッキングなど）の開発を
行い、利用者の拡大と販売促進に努めた。
・地域おこし企業人の受入れを継続し、組織体制の強化に努めた。
・観光協会で開発した体験メニューや、会員が行う着地型観光ツアー
の販売を行うため、令和３年度からの運用に向けて電子決済機能を
もった旅行商品販売システムを構築した。

成　　果
・新しい体験メニューや旅行商品の開発が進み、旅行者がインター
ネットで予約できる販売システムが構築された。

　糸魚川市観光協会の自立と機能強化 商工観光課

目指す姿

　糸魚川市観光協会は、法人格の取得や旅行業の登録などを行い、自主財源の確保や自立し
た組織となるよう取り組みを進めている。行政は観光協会にイベントの実施主体を移行する
等事務の改善を図り、観光のワンストップサービスを進めるなかで交流人口拡大の中心的役
割となるように機能強化を図る。

計画期間 成果目標
・観光のワンストップサービス促進
・旅行商品拡充と営業力強化による協会の自主財源比率の増



推進項目 ３　事務・事業の改善と変革 № 7

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・係単位で業務改善や市民サービス向上を目指して、職員提案に取り
組む。
・優良提案を周知し、庁内全体の事務改善に努める。

D
【進捗管理】
取組実績

・職員提案は、「カイゼンチャレンジ2021」として９月から係ごとに
業務改善案を実践し、取組を報告するよう周知した。

・「カイゼンチャレンジ2021」として、66係による68の業務改善の取
組が行われ、一次審査を通過した５係による取組報告会兼最終審査会
を行った。

C【検証】

・係ごとに課題等を洗い出し、業務改善に取り組むことで、改善意識
の醸成につながった。

・職員提案は、各係の取組や優秀な取組のプレゼンデータを全庁で情
報共有することで、更なる事務改善に期待できる。
・全係から取組報告されるような仕組みづくりが必要である。

・業務効率の向上等を目指して、改善提案として継続実施する。

令和２年度

実施計画

職員提案
・政策に関わる職員提案の継続実施
整理運動
・効率を上げるための事務整理等

取組実績
・「カイゼンチャレンジ2020」として、９月から66係による66の業務
改善の取組が行われ、一次審査を通過した４係による取組報告会兼最
終審査会を行った。

成　　果
・「１係１改善」に取り組むことで、係ごとの課題を洗い出し、必要
な業務改善を行うことができた。

　職員による行政事務・業務の改善及び提案
総務課
財政課

目指す姿
　職員自らが行政サービスを見直すことにより、経費の節減や住民サービスの向上、事務の
効率・改善に取り組む。

計画期間 成果目標
・係単位の職員提案（全係）
・係単位の整理運動



推進項目 ３　事務・事業の改善と変革 № 8

取組内容 所管課

令和２年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等のシステムの本格導入
・既存システムと他システムとの比較検証
・業務改善システム導入のための外部アドバイザー採用
・近隣自治体とのシステム共同化に向けての検討

D
【進捗管理】
取組実績

・ＩＣＴツール導入による業務効率化支援を外部専門業者に委託
・研修会を開催し、改善希望業務を募集し、22業務のヒアリングを実
施
・業務改善の可能性がある12業務を選定、第２次ヒアリングを実施中

・業務改善見込みのある８業務を選定し３業務が完了、５業務は継続
して実施中（完了３業務はＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲを活用）
・当初22業務のうち、未選定業務は、今後につながる改善アドバイ
ス、他自治体の事例共有、ＩＴツールの紹介を実施
・業務改善事例を紹介する職員研修会を開催

C【検証】

・ＩＴツールの有効活用による業務時間の削減が図られ、業務改善の
成功事例を創り出すことができ、他業務にも活用できる可能性が導き
出された。

・外部専門機関の支援による業務の効率化が実現し、業務改善に取り
組む機運が醸成され、職員の意識改革が図られた。
　併せて、削減された時間を企画立案や市民サービスにあてる共通認
識が創出された。

・当市の特色を踏まえた情報化推進のための推進計画を策定する。
・業務の効率化とともに市民の利便性の向上を図るため､行政手続きの
オンライン化導入等に取り組む。
・他市とのシステムの共同化による業務の共通化、経費削減に取り組
む。

令和２年度

実施計画
・再構築業務の応募と検討開始
・再構築フローチャートの作成
・可能な部分から実践開始

取組実績

・実施済の１業務に加えて､３業務について業者との打合せ､操作説明
を実施した。
・ＡＩ－ＯＣＲの説明会を行い､再度､希望業務調査を実施した。
・ＲＰＡ：年末調整事務等２業務で導入を継続した。
・ＡＩ－ＯＣＲ：補助金事務等４業務で試行した。
・ロゴフォーム：会計年度任用職員勤怠管理業務で試行した。

成　　果
・ＲＰＡ：作業時間約80％削減（継続）
・ＡＩ－ＯＣＲ：作業時間約75％削減見込
・ロゴフォーム：作業時間約30％削減見込

　ＲＰＡ等の導入調査と事務の効率化 総務課

目指す姿
　ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲなどの最新技術導入を目指すことで、業務の流れを再構築し、事務
の効率化に繋げる。

計画期間 成果目標 ・10業務以上の再構築を実施する。



推進項目 ４　公共施設の総合的かつ計画的な管理 № 9

取組内容 所管課

令和元年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・施設カルテの活用促進
・指針に基づく将来計画の具体化

D
【進捗管理】
取組実績

・各課で施設カルテのデータ更新を行い、現状を再確認するとともに
見直しの必要性について検討を始めた。

・更新したデータに基づき分析データを作成した。
・２月に公共施設利活用に向けた研修会を実施した。

C【検証】

・データ更新作業の実施により、各所管において、現状の再認識がで
きた。
・指針の実践に向けて、研修会を通じて、公共施設マネジメントの必
要性と取組事例を学ぶことができた。

・指針の実践について、必要性についての理解は進んでいるが、具体
的な見直しに至っていない。

・整備を行った個別計画、施設カルテを活用し、改めて施設の目的、
あり方を見直し、指針の着実な推進を図る。

令和２年度

実施計画
・改善策の継続対応
・マネジメントグループによる検証の継続等

取組実績

・前年度の再検証結果をもとに各課と改善案の整理と今後の対応につ
いて協議した。
・実施計画の策定、令和３年度予算の編成作業について、施設カルテ
を活用して行った。

成　　果
・施設カルテについては、施設の修繕や整備の実施にあたっての判断
材料として活用できた。

　公共施設等総合管理指針の評価と実践 財政課

目指す姿
  糸魚川市公共施設等総合管理指針及び個別計画に基づき、施設カルテで自動作成した一次
評価を検証し、今後の施設のあり方や管理運営方法の見直しを行う。

計画期間 成果目標
・施設カルテを分析し、改善シートを使用して評価及び見直しを行う。
（176施設）



推進項目 ４　公共施設の総合的かつ計画的な管理 № 10

取組内容 所管課

令和２年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・具体的な検討開始

D
【進捗管理】
取組実績

・令和６年４月の使用料改定に向けて、施設カルテの見直しと使用料
の適正化について検討した。

・他市の取組状況や使用料の算定方法などの情報を収集し確認した。

C【検証】

・他市の参考にできる算定方法など、当市に置き換えられる事項を確
認できた。

・受益者負担の原則のもと、算定方法の明確化のルール作りを進める
ため課題を整理した。

・各施設の利用頻度や施設維持に係る経費を勘案し、適正な使用料の
算定に努める。

令和２年度

実施計画

・見直しに関する組織体制や進め方の検討
・改定時期等に関する内容検討
・素案作成（10月）
・３月に改訂する公共施設等総合管理指針の中で位置付ける。

取組実績
・見直しの周期や、検討方法について、他市の状況確認を行った。
・改定周期を定め、公共施設等総合管理指針の改訂時に掲載した。

成　　果 ・条件等の検討課題は残っている改定時期の方向性は示せた。

　施設使用料改定のあり方の検討 財政課

目指す姿
  令和元年度に消費税改定に伴う使用料の見直しを行ったが、人口減少や時代の変化に応じ
た適切な負担区分を目指し、令和２年度に行う公共施設等総合管理指針の改訂と合わせて、
使用料の適切な改定時期や方法及び減免基準に関するあり方等について検討する。

計画期間 成果目標
・今後の使用料改定の時期、方法及び減免基準のあり方等について、方針
を定める。



推進項目 ５　健全な行財政運営 № 11

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・補助金見直し作業の実施

D
【進捗管理】
取組実績

・新年度予算編成に向けて、各担当課において、これまでの補助金の
効果を検証し、補助金の見直しを進めるため、補助金カルテの作成を
指示した。

・新年度予算編成において、これまでの各補助金の効果を確認し、補
助内容等の見直しを進めた。

C【検証】

・補助金カルテの様式を一部修正することにより、補助金の効果をわ
かりやすく表示できた。

・各課が所管する補助金の効果を検証するとともに、その必要性を再
確認し、見直しを進めることができた。

・毎年度、補助金の効果を検証する中で、見直しを進め、より費用対
効果が上がるよう努める。

令和２年度

実施計画
・補助金カルテの作成
・体制に合わせた作業方法での検証や確認

取組実績

・予算編成に向けて、各補助金の状況を確認するための様式を作成
し、各課へ状況報告を指示した。
・補助金カルテを基に、予算編成時に各補助金の補助額等内容の見直
し状況を確認した。

成　　果
・補助金カルテを作成することにより、担当課は各補助金の主旨を再
確認し、見直し内容等を整理できた。

　補助金・負担金の適正化 財政課

目指す姿
　市民、市民団体、自治会等の多様な主体との「協働」を基本に、それぞれの役割分担と、
公益性・公共性等の視点に立った補助金・負担金の適正化により、効率的な行財政経営を図
る。

計画期間 成果目標
・補助金交付要綱の見直し
・終期の設定



推進項目 ５　健全な行財政運営 № 12

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・検討委員会による協議、意見集約
・住民、議会への説明

D
【進捗管理】
取組実績

・改定案を作成した。
・水道料金あり方検討委員会での審議を終え、意見書を受理した。
・市議会建設産業常任委員会で審査を行った。

・10月と11月に改定案の住民説明会を行った。
・12月市議会に改定案を提案し、議決された。
・広報１月号で料金改定のお知らせを掲載した。
・個別文書を３月送付で準備中。

C【検証】

・料金統一に向けての第一段階として、料金体系及び基本料金の統一
を行うことができた。今後は従量料金のみの調整となった。
・加入金も令和７年度末で廃止することで統一することができた。

・基本料金を統一して、従量料金単価のみの調整となったことから、
市民にも分かりやすい料金表となった。
・料金改定による値上げの必要性について、市民から概ねの理解が得
られた。

・今後作成する水道ビジョンや経営戦略の見通しを見極めながら料金
統一に向けた改定を目指していく。

令和２年度

実施計画
・検討委員会による協議
・改定案の作成

取組実績 ・改定案作成に向けて、庁内での検討、協議を行った。

成　　果 ・庁内での改定方針案を概ねまとめた。

　上水道料金の新たな料金体系の構築 ガス水道局

目指す姿
　合併未調整項目である水道料金及び加入金の統一と併せ、健全な経営を維持していくた
め、住民理解を得ながら段階的に料金改定を行うこととし、第一段階の改定を令和３年度か
ら実施するよう取組を進める。

計画期間 成果目標 ・料金統一及び改定の方針検討



推進項目 ６　職員の意識改革と効率的で質の高い組織運営 № 13

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・内部監査の充実
・監査結果の共有による業務改善

D
【進捗管理】
取組実績

・10月以降に内部監査を実施予定で調整した。

・12月に内部監査員の説明会を開催し、１～２月の間に内部監査を実
施した。
・不適正項目については、是正指示書により改善を求めた。

C【検証】

・監査の実施により、各課における改善が必要な事項について把握が
できた。

・文書事務等、初歩的な部分が理解できていないところがあった。
・取組は概ね順調であるが、監査方法や基準等を充実する必要があ
る。

・事務ミス防止を図るため、文書事務研修を実施する。
・内部監査の実施方法の見直しを検討し、取組を継続していく。

令和２年度

実施計画

・内部監査の充実により、業務の効率化の推進、事務ミスの防止を図
る。
・外部診断により、業務の改善、事務ミスの防止を図る。
・ヒヤリハットの共有を図る。

取組実績
・12～2月の間に内部監査員の説明会を開催し、７班体制で内部監査を
実施した。

成　　果
・監査の実施により、未然の事故、事務ミスの防止につながった。
・改善が必要な事項、有効な取組事例を把握することができ、今後、
全庁を通じての改革･改善につながる。

　内部監査制度の強化と業務監査の実施 総務課

目指す姿
　内部監査制度を強化することにより、業務におけるリスクを洗い出すとともに、業務監査
の実施、業務の有効性及び効率性の検証をし、リスクマネジメントや業務の改善を図る。

計画期間 成果目標
・内部監査・業務監査に関する体制整備
・事務処理ミスの削減



推進項目 ６　職員の意識改革と効率的で質の高い組織運営 № 14

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・地域活動や各種団体活動の積極的な参加促進

D
【進捗管理】
取組実績

・新型コロナウイルスの影響で活動制限があり、地域活動等ができな
かった。

・新型コロナウイルスの影響で活動制限があり、地域活動等ができな
かった。

C【検証】

・活動制限の中、積極的な活動が難しい状況であった。

・全市的に対応が難しく、評価困難といえる。

・今後活動制限が解除される中で、積極的な参加を呼びかけていきた
い。

令和２年度

実施計画 ・地域活動や各種団体活動の積極的な参加促進

取組実績
・新型コロナウイルスの影響で活動制限が続き、地域活動等ができな
かった。

成　　果
・新型コロナウイルスの影響で活動制限が続き、地域活動行事が少な
くなり、職員の地域貢献する場が少なかった。

　職員の地域活動への積極的参加 総務課

目指す姿
　市民との協働を推進するため、職員が地域活動や各種団体の活動に積極的に参加し、地域
と行政の相互理解を図り信頼関係を深める。

計画期間 成果目標
・地域活動の参加：80％以上
・地域行事の参加：80％以上



推進項目 ６　職員の意識改革と効率的で質の高い組織運営 № 15

取組内容 所管課

平成29年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・専門知識取得に向けた研修
・企画力向上のための研修
・事務能力向上に向けた研修の実施
・仕事の意欲向上に向けた研修の実施

D
【進捗管理】
取組実績

・階層別研修を予定どおり実施した。
・不祥事案件が発生したため、全職員を対象に不祥事防止研修を実施
した。
・その他、ハラスメント防止や安全運転講習等、オンライン研修も含
め実施した。

・１～２年目職員対象のフォローアップ研修、管理職マネジメント研
修、ワークライフバランス研修、事務ミス防止研修、情報セキュリ
ティ研修等を実施した。
・新たに作成するコンプライアンス指針の説明会を、全職員対象に実
施する予定。

C【検証】

・市外出張での研修は減少したが、オンライン研修等の比率が上がっ
ており、資質向上、出張費削減等につながっている。

・形式が変わりつつも、継続して資質向上に向け取り組んでいる。

・専門研修等で今後もオンライン研修等の比率は上がってくると思わ
れるが、積極的に活用し、資質向上に取り組む。
・庁内研修において、実施内容を確実に職務等で実践できるよう、取
組を検討する。

令和２年度

実施計画

・専門知識取得に向けた研修
・企画力向上のための研修
・事務能力向上に向けた研修の実施
・仕事の意欲向上に向けた研修の実施

取組実績

・新型コロナの影響で、７月まで階層別研修延期
・その他の研修もオンライン研修に変更になった研修以外は中止や不
参加とした。
・新型コロナの影響で、開催中止となった研修が多く、庁内研修もオ
ンライン研修以外はほとんど実施することができなかった。

成　　果
・新型コロナの影響で県外で行われる研修に参加できなかった。
・庁内研修も感染拡大の影響で実施できない研修があった。

　職員研修による資質向上 総務課

目指す姿
　職員の積極的な研修参加により、事務処理能力を高めるとともに、事務の効率化や、職員
数の減少にも対応できるよう職員の資質向上を図る。

計画期間 成果目標 ・職員提案の増、時間外勤務の削減



推進項目 ６　職員の意識改革と効率的で質の高い組織運営 № 16

取組内容 所管課

令和元年度

～

令和３年度

P【計画】 実施計画

上半期
4～9月

下半期
10～3月

成果

評価

A【改善】
今後の
方向

令和３年度

・職員間の意識共有、意見交換の取組実施

D
【進捗管理】
取組実績

・公民連携の取組について、７月に民間主催、９月に国主催のＷＥＢ
講演会に参加した。

・ＵＲ都市機構との連携により、公共施設利活用の観点から公民連携
について学ぶ機会を設けるとともに、次年度以降の研修等について協
議を行った。

C【検証】

・研修等を通じ、行政改革の必要性や、改革のための取組手法などを
学ぶことができた。

・行政改革の必要性への理解は進んでいるが、具体的な取組が進んで
いない。

・改革の取組に対し、目的及び成果をより明確にし、取組の具体化が
図れるよう、引き続き取組への理解と意識の向上を進めていく。

令和２年度

実施計画
・職員向け行革新聞の発行（年10回発行、臨時発行）
・令和元年度の状況を見て新たな取組を検討する。

取組実績
・新たな取組について庁内協議を行った。
・コロナ禍における研修の場として、11月、１月及び２月に主に公民
連携をテーマとしたオンライン研修を開催した。

成　　果
・オンライン研修は、これまでであれば参加できないような研修にも
参加することができ、効果的な研修が実施できた。

　行政改革意識の向上 総務課  財政課

目指す姿
　行政改革の意識向上を図ることで、職員の「気付き」を促進し、効率的で質の高い行政を
目指す。

計画期間 成果目標 ・行革新聞の発行　年12回


